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川越地区消防組合告示第五号 

 

 川越地区消防組合において制定すべき条例のうち川越市条例を準用する条例第

２条の規定により準用される川越市財政事情の作成及び公表に関する条例第２条

の規定により、平成２９年１０月１日から平成３０年３月３１日までの期間の財

政事情を次のとおり公表する。 

 

平成３０年６月１日 

 

川越地区消防組合管理者 川 合 善 明 
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注記 １ 本文及び表中の金額が千円単位の場合は、原則として単位未満は

切り捨てました。したがって、差額又は合計額が一致しない場合が

あります。 

   ２ 比率（%）は、原則として小数点以下第２位を四捨五入しました。

したがって、構成比率（%）は、合計が 100.0 とならない場合があ

ります。 

   ３ 表中の「0.0」は、該当数値はあるが表示単位未満のものです。 

   ４ 「－」は、該当数値のないものです。 

   ５ 「皆増」は、前年度に数値がなく全額増加したものです。 

   ６ 「皆減」は、当年度に数値がなく全額減少したものです。 

 

 

 



ま え が き 

 

 財政事情の公表は、川越地区消防組合において制定すべき条例のうち川越市条

例を準用する条例第２条の規定により準用される川越市財政事情の作成及び公表

に関する条例第２条の規定により、年２回（上半期及び下半期）公表することと

されており、消防組合の財政状況について住民の皆様にご報告するものでありま

す。公表の都度、予算及び決算の概要、予算に対する収入及び支出の概要等につ

いて報告しておりますが、今回の公表では平成３０年度当初予算及び平成２９年

度下半期、即ち平成２９年１０月１日から平成３０年３月３１日までの予算の執

行状況についてご報告いたします。 

 なお、平成２９年度下半期の公表の数値は、３月３１日現在のものであり、地

方自治法第２３５条の５により予算執行の残務を整理する期間（出納整理期間）

があるため、決算数値とは異なります。 
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■  平成３０年度川越地区消防組合当初予算の概要 

 

   

  消防行政を取り巻く環境は、防災・減災に対する住民の関心が高まるなか、

自然災害やテロ災害などあらゆる事態への対応と、それに対する備えが強く

求められるようになっています。 

このような状況の中、平成３０年度一般会計当初予算は、予算編成方針で

重点施策として掲げた「消防・救急体制の整備」の確実な推進に向けて、限

られた財源を重点的かつ効率的な配分を行い、初動消防力の強化、救急業務

体制の整備、火災予防対策の推進、そして、消防施設の充実を図るため各種

施策・事業に取り組む予算の編成に努めました。 

   歳入は、前年度剰余金見込額の減少に伴い負担金は増加し、組合債につい

ては、消防車両の更新等に伴い減少しています。 

   歳出は、新たな元金の償還開始に伴い公債費は増加したものの、退職者の

減による人件費の減少により義務的経費（人件費と公債費）は減少しました。

また、投資的経費（普通建設事業費）についても消防車両の更新等に伴い減

少しました。 

  その結果、平成３０年度の当初予算は、前年度当初予算対比で０．７％減

となる総額５２億７千８１９万６千円の予算規模となりました。 
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平成３０年度一般会計予算 

 

 

その他
0.1%

負担金
94.6%

諸収入
0.5%

 

 

消防費
93.0%

公債費
6.7%

議会費
0.1%

総務費
0.1%

予備費
0.1%
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歳入総額 

52 億 

7,819万6千円

円 

歳出総額 

52 億 

7,819 万 6 千円 

組合債 4.3% 

繰越金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.4% 



用語解説 

（歳入）負担金 ･･･ 消防行政を運営するのに必要な負担金（組合を構成する川越市・川島町

からの負担金） 

使用料及び手数料 ･･･ 消防関係検査等の手数料等 

財産収入 ･･･ 基金運用の利子等 

繰越金 ･･･ 前年度から持ち越されたお金のこと 

諸収入 ･･･ 受託収入等の他の収入科目に含まれないもの 

組合債 ･･･ 金融機関等からの借入金 

（歳出）議会費 ･･･ 議員報酬等の議会運営費 

総務費 ･･･ 組合管理者・公平委員・監査委員等の特別職の報酬等の経費 

    消防費 ･･･ 消防・救急等に必要な経費及び消防施設の建設費等 

    公債費 ･･･ 借入金の元金、利子の返済のための経費 

    予備費 ･･･  予見することのできない歳出予算の不足に備えて計上される費用 

 

 

 

 

一般会計予算の歳出性質別構成割合 

 

     年 度 別 

 

性 質 別 

平 成 ３ ０ 年 度 平 成 ２ ９ 年 度 

当 初 予 算 

（千円） 

構成割合 

（％） 

当 初 予 算 

（千円） 

構成割合 

（％） 

１ 人   件   費 3,967,970 75.2 4,025,669 75.8 

２ 物   件   費 394,509 7.5 445,109 8.4 

３ 維 持 補 修 費 13,978 0.3 15,710 0.3 

４ 補   助   費 119,902 2.3 133,393 2.5 

５ 普 通 建 設 事 業 費 307,558 5.8 351,998 6.6 

６ 公   債   費 352,209 6.7 336,014 6.3 

７ 積   立   金 117,570 2.2 1,005 0.0 

８ 予   備   費 4,500 0.1 4,500 0.1 

合       計 5,278,196 100.0 5,313,398 100.0 
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用語解説 

 人件費 ･･･ 職員給与等の労働の対価、報酬として支払われる経費 

 物件費 ･･･ 公共料金、旅費、消耗品の購入費等の消費的性質の経費及び臨時職員賃金等 

 維持補修費 ･･･ 公共用施設などの管理するために必要な経費 

 補助費等 ･･･ 公益性に着目し、奨励又は財政援助を行うための補助金支出等に要する経費 

 普通建設事業費 ･･･ 公共・公用施設の建設（消防車両等の購入を含む）のための経費 

公債費 ･･･ 借入金の元金、利子の返済のための経費 

積立金 ･･･ 基金に積み立てるための費用 

予備費 ･･･ 予見することのできない歳出予算の不足に備えて計上される費用 

 

 

平成３０年度の主要な事業 

 

款 別 事       業       名  予算額（千円） 

消防費 

火災予防対策の推進と普及啓発  2,361 

消防車両整備  197,700 

消防資器材整備  48,355 

救急高度化の推進  18,471 

消防庁舎改修  49,475 

 消防局庁舎建設  6,210 

 
川越市消防団事務  72,627 

 川島町消防団事務  30,042 
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■  平成２９年度予算に対する収入及び支出の概況 

（平成３０年３月３１日現在） 

 

 

歳 入                           （△印 減） 

  

予 算 現 額 

Ａ（千円） 

 

収 入 済 額 

Ｂ（千円） 

予算現額と収入

済額との比較 

Ｂ－Ａ（千円） 

予算対比 

Ｂ／Ａ 

（％） 

分担金及び負担金 4,936,843 4,936,843 0 100.0 

使用料及び手数料 3,830 7,386 3,556 192.8 

財 産 収 入  4,083 3,081 △1,002 75.5 

繰 越 金  123,469 123,469 0 100.0 

諸 収 入  32,053 21,117 △10,936 65.9 

組 合 債  248,800 175,300 △73,500 70.5 

国 庫 支 出 金 13,483 0 △13,483 0.0 

計  5,362,561 5,267,198 △95,365 98.2 

     

歳 出 

  

予 算 現 額 

Ａ（千円） 

 

支 出 済 額 

Ｂ（千円） 

予算現額と支出

済額との比較 

Ａ－Ｂ（千円） 

予算対比 

Ｂ／Ａ 

（％） 

議 会 費 7,388 6,042 1,346 81.8 

総 務 費 5,237 2,866 2,371 54.7 

消 防 費 5,012,167 4,595,836 416,331 91.7 

公 債 費 333,269 308,119 25,150 92.5 

予 備 費 4,500 0 4,500 0.0 

計 5,362,561 4,912,865 449,696 91.6 
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■  組合債の現在高 （平成３０年３月３１日現在） 

 

区       分 金    額  （千円） 

消 防 施 設 整 備 事 業 債 １，１０１，１８４ 

 

 

 

■  組合財産の現在高 （平成３０年３月３１日現在） 

 

１ 土地・建物 

区       分 面    積   （㎡） 

土 地 行 政 財 産 ０ 

建 物 行 政 財 産 １０，７４０ 

 

２ 基金（積立基金）  

区       分 金    額  （千円） 

職 員 退 職 手 当 基 金 ２００，４１６ 

 

 

用語解説 

     行政財産 ･･･ 庁舎等の建物や敷地といった公用・公共のために使用されるもの 
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